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Ⅰ は じ め に

本稿は，国際会計基準を巡ってなされている規制の性質の違いに関する実験研究を概
観することをつうじて，会計規制ひいては規制のあり方についての今後の方向性を検討
することを目的とするものである。その意味で本稿は，筆者がこれまでおこなってきた
一連の国際的な会計基準の調和化の行く末を検討する研究（田口 2014；田口 2015，第
1部）の延長線上のものとして位置づけられるし，また，今後予定しているそれらを一
般化した社会におけるルール・メイキングそのものに関する一連の研究の端緒として位
置づけられ

1
る。

現在，国際会計基準導入の是非を巡って様々な議論がなされてい
2
るが，その中の重要

論点のひとつとして，基準の性質の違い（原則主義か細則主義かの違い）が証券市場や
契約におけるパフォーマンスにどのような影響を与えるかということが挙げられる。す
なわち，国際会計基準は，主に原則主義に依拠した規制であると言われてお

3
り，他方，

米国基準などは主に細則主義に依拠した規制であ
4
ると言われているが，たとえば米国基

準と国際会計基準とでは，素朴に考えてどちらの体系のほうがパフォーマンスが高いの
であろうか。米国基準から国際会計基準に移行すれば（細則主義から原則主義に移行し
たら），パフォーマンスは向上するのだろうか，それとも低下してしまうのだろうか。
この問題は，実証マターとして，アーカイバルデータを用いた分析および実験的手法

────────────
１ 筆者が根底に想定している問題意識としては，たとえば Aoki（2001）や Wysocki（2011）などを参照。
２ その概要については，田口（2015）序章，第 1章などを参照。
３ 但し，一般的に原則主義と位置づけられている国際会計基準も，その形成過程において細則主義化して
いる（細かなルールが乱立している）という傾向もみられないわけではない。

４ 米国基準が細則主義に依拠し，細かなルールも明文化している背景には，米国が訴訟社会であることが
想定できるかもしれない。つまり，どちらの主義でルールメイキングするかは，その背後にある経済的
・文化的特質に大きく依存しているといえる（制度的補完性）。
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を用いた先行研究において検討がされている。本稿では，これらのうち，次節以降で述
べる実験研究のメリットから，主に実験的手法を用いた研究に焦点を当てて分析を進め
ていく。そしてそこでの分析により，グローバルな会計基準のコンバージェンスの本質
に迫るための方向性を確認する。
本稿は，次のように議論を進めていく。まずⅡでは，規制のパフォーマンスを捉える
ための視点について述べる。それを承けるかたちでⅢでは，ルールのタイプとそのパフ
ォーマンスとの関わりとして，「原則主義対細則主義」実験に係る先行研究を概観する。
そしてⅣでは，今後の研究の方向性を検討する。最後にⅤでは，本稿のまとめをおこな
う。

Ⅱ 規制のパフォーマンスを捉えるための視点

まずⅡ-1では，そもそも規制のパフォーマンスを考えるにあたって，どのような視
点から分析を進めることが重要となるかという視点から，ルールのタイプに係る議論を
相対化する作業をおこなう。続くⅡ-2では，原則主義と細則主義の特徴を明らかにす
る。最後にⅡ-3では，実験研究の重要性について述べる。

Ⅱ-1 ルールのタイプを論じることの意味ないし相対的な位置づけ
具体的な議論に入る前に，まずそもそも規制のパフォーマンスを考えるにあたって，
ルールのタイプを論じることの意味ないし位置づけを，他の視点との相対化の中で考え
てみよう。
たとえば，Libby, Rennekamp, and Seybert（2015）は，規制のパフォーマンス問題に
関連して，特に経営者の利益マネジメントに注目したうえで，規制が経営者の利益マネ
ジメントにどのような影響を与える

5
かを考えるにあたっては，図表 1のような要素を検

討することが重要になるという。
図表 1に示されるとおり，経営者の利益マネジメントに影響を与えうる規制としては

3つあり（論点 1：財務報告に関する規制，論点 2：監査に関する規制，および，論点
3：コーポレート・ガバナンスに関する規制），また，本稿で取り扱う「原則主義対細則
主義」の問題は，「論点 1：財務報告に関する規制」のうちの 1つ（「（a）：ルールの性
質」）として位置づけられることにな

6
る。

────────────
５ この例でいえば，規制が「経営者の利益マネジメントを防止する」という意味での影響を与えることが
できれば，規制のパフォーマンスは「高い」と評価され，また逆に防止できなければ（「経営者の利益
マネジメントを防止する」という意味での影響を与えることができなければ），規制のパフォーマンス
は「低い」と評価されることになるだろう。

６ 但しだからといって，「全体の 1つにしか過ぎないのだから，これを論じる意味は無い」という結論 ↗
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またここで，この問題を「社会的選択（会計基準選択）」の中で相対化して考えてみ
ると（そして，たとえば筆者がこれまでおこなってきた一連の国際会計基準研究（田口
2015等）の中で考えてみると），図表 2のようになる。
────────────
↘ には至らないことには留意されたい。つまり，図表 1では，各論点ごとの優先度合いや重要性の順序な
どは示されていないが，Libby et al.（2015）の指摘によれば，これらの論点の中で中心となるのはやは
り財務報告に係る論点 1であり，かつ，これまで多くの議論がなされているのが（a）ルールの性質で
あるといえる。その意味で，本稿では，多くの論点の中でも，特に重要となる論点の 1つを取り扱って
いると言ってよい。

図表 1 経営者の利益マネジメントと規制との関係に関する諸論点

論点 1：財務報告に関する規制
（a）：ルールの性質（原則主義 vs. 細則主義）
（b）：財務報告において規制で要求される情報の量と記載箇所
（c）：規制で要求される報告の頻度と会計発生高の計上タイミング
論点 2：監査に関する規制
（a）：監査人の独立性
（b）：監査人の説明責任
論点 3：コーポレート・ガバナンスに関する規制
（a）：監査委員会の独立性
（b）：監査委員会の説明責任
（c）：監査人に対する規制

※Libby et al.（2015）をもとに筆者が作成。

図表 2 社会的選択としての会計基準設定と規制のパフォーマンス

※筆者が作成。

ルールのタイプとそのパフォーマンス（田口） （ 237 ）３５



図表 2に示されるとおり，社会的選択としての会計基準設定と規制のパフォーマンス
との関係を考えるにあたっては 4つの論点が重要となる。まず第 1は，他国とのコーデ
ィネーション問題（他国の基準設定との関係の中で，自国がどの基準を選択するかが，
自国の規制のパフォーマンスを決するというこ

7
と）である（図表 2における「論点

1」）。第 2は，制度的補完性（自国内の他の制度との関係性が，会計規制のパフォーマ
ンスを決するということ）である（図表 2における「論

8
点 2」）。第 3は，基準自体の品

質やタイプ（基準そのものの質やタイプが，規制のパフォーマンスを決するというこ
と）である（図表 2における「論点 3」）。第 4は，国内での制度の実効性（実際のエン
フォースメント，つまり実際の規制の運用や実効面，ひいてはエンフォースメントに関
わるプレイヤーの心理や行動が，規制のパフォーマンスを決するということ）である
（図表 2における「論点 4」）。
このように，広く社会的選択という視点から捉えた場合，規制のパフォーマンスは上
記 4つ（他国の会計規制，自国の他制度，基準自体の質・タイプ，エンフォースメン
ト）の影響を受けるというのがここでのポイントであるが，これらのうち，本稿で取り
扱う原則主義対細則主義の問題は，当面

9
は論点 3および論点 4の問題と関連することに

な
10
る。
以上のような相対的な「位置」を念頭に置いたうえで，次に，ルールのタイプ（原則
主義と細則主義）とは一体何かを整理することにしよう。

Ⅱ-2 ルールのタイプ：原則主義と細則主
11
義

ルールのタイプや品質を語る切り口は色々あるが，ここでは，先行研究に即して，原
則主義と細則主義とい

12
う 2つの視点を考えてみる。

まず原則主義（Principle-Based standards）のイメージは，端的に言えば「木の幹」で
ある。すなわち，原則主義とは，細かな部分（「枝葉」部分）は明文化せずに，基本原
────────────
７ たとえば，国際会計基準を用いることのメリットとしてネットワーク外部性や比較可能性などが挙げら
れることがあるが，これらはまさにこの論点の問題となる。この点については，田口（2015）第 1部を
参照。

８ なお，本稿では紙面の都合上取り上げないが，論点 1や 2と関連して，基準の設定プロセス・形成過程
が規制のパフォーマンスにどのような影響を与えるかという点も重要な検討課題である。この点につい
ては，古くは Demski（1973），そして最新の研究としては，たとえば Bertomeu and Cheynel（2013）を
参照。

９ ここで敢えて「当面は」としたのは，後述する先行研究ではとりあえず論点 3・4と関連させて議論が
なされているものの，本来的には論点 1・2も踏まえて考える必要があるという意味を込めてのもので
ある。

１０ 論点 3だけでなく，論点 4も関係するという点については，次のⅡ-2で述べる。
１１ なお，原則主義と細則主義を巡る現実の会計基準設定については，古賀（2007），原田（2014），真田
（2013），滝西（2007），徳賀（2016），および津守（2002）などもあわせて参照されたい。

１２ そもそもこれを二項対立として捉えることそのものについては議論の余地がある。たとえば徳賀
（2016）を参照。この点については後述する。
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則となるような点のみを明文化し，シンプルな体系のもとルール・メイキングする手法
をいう。ここでは，どのようなものを基本原則として据えるかが決定的に重要となる
が，たとえば，形式よりも実質（企業の実態を適切に開示すること）を優先すべしとい
う実質優先主義（“substance over form”）や，財務諸表が企業の真実かつ公正な概観
（“true and fair view”）を表示するようにすべし，といった考え方が会計の世界では基本
原則とされる（Shipper 2003）。つまり，明文化されていないところは，経営者や監査人
が，「実質」や「真実かつ公正な概観」をあらわすように（明文化されていないところ
を自分で）補って考え処理すべしというのがこの原則主義でのポイントとなる。しかし
ながら，「実質」が何か，「真実かつ公正な概観」が何かということについては，各プレ
イヤーの判断の余地があるため，各人の心理やインセンティブにより，判断にブレが生
じる恐れもある。このように，原則主義のもとでは，「枝葉」部分が薄い（「木の幹」し
かない）ため，実際の現場では，経営者や監査人の判断の余地が相対的に大きくなると
いうのが特徴といえる。
それに対して他方，細則主義（Rule-Based standards）のイメージは，端的に言えば

「枝葉」部分の多いルールである。すなわち，細則主義とは，原則主義とは異なり，細
かな部分（「枝葉」部分）の多くを明文化し，判断の余地がないような体系でルール・
メイキングする手法をいう。このような手法によれば，ルールは“Bright line”化（明
確な数値例などが設けられる）し，“check-box”化（遵守すべき項目が列挙される）す
ることになる（Shipper 2003）。このような細則主義のもとでは，各プレイヤーの判断の
余地が少なくなり，各人の心理やインセンティブにより，判断や意思決定にブレが生じ
る恐れは少ないとされる。しかしながら他方，明確な数値基準が示されることが逆に，
それを逸脱する行動を生んでしまうという逆効果をもたらす恐れもあることが指摘され
る（Kothari, Ramanna and Skinner 2010）。
そして，両者の選択問題，つまり，原則主義と細則主義のパフォーマンスを考えるに
当たり，Kothari et al.（2010）は，基準設定コストとエンフォースメントコストとを比
較衡量することの重要性を指摘している。たとえば，原則主義によれば，「木の幹」だ
け作ればよいということから基準設定コスト自体は小さくなる可能性が高いが，しか
し，ルールをより少なくすることによって，曖昧かつさまざまな解釈がされる可能性が
あるから，逆にエンフォースメントコストは大きくなることが予想される。他方，細則
主義によれば，「木の幹」だけでなく複雑かつ多くの「枝葉」も作る必要があることか
ら基準設定コストは大さくなるが，しかし，明文化された部分が多い分，判断の余地自
体は減少するため，エンフォースメントコストは小さくなることが予想される。しかし
上述のように，明確な数値基準が逆にそれを逸脱する行動を生むとすると，エンフォー
スメントコストはむしろ高まるかもしれない。このように，原則主義と細則主義の経済
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的帰結については，基準設定コストはある程度予想できるかもしれないが，しかし，特
にそれらに付随するエンフォースメントコス

13
トについては，人間の判断や意思決定と大

きく関係するため，予想が難しいと言わざるをえない。

Ⅱ-3 実験研究の重要性
上述のように，ルールのタイプが規制のパフォーマンスに及ぼす影響，つまり，原則
主義と細則主義の経済的帰結を考えるにあたっては，特にエンフォースメントコストの
予想が難しいところがあるが，それでは一体どのような手法でこの点の分析をおこなえ
ばよいのだろうか。結論的には，これらの問題は実証マターであり，かつ，人の判断や
意思決定を捉えることが得意な実験研究により分析することが望ましいといえる。
すなわち，これまでの流れを整理する意味も含めて，規制のパフォーマンスと実験研
究との関係性を次の 4点のフローで纏めてみよう。すなわち，①ルールのタイプと規制
のパフォーマンスとの関係を考えるには，エンフォースメントの問題が重要となるこ
と，②エンフォースメント問題の分析には人間の行動や心理を捉えることが重要となる
こと，③人間の行動や心理を捉えることが得意な手法としては実験研究が挙げられるこ
と，④よってルールのタイプと規制のパフォーマンスとの関係を考えるためには，実験
による分析が有用であること，の 4つである。
まず①について，ルールのタイプの違い（原則主義か細則主義かの違い）が証券市場
や契約におけるプレイヤー（経営者，投資家，監査人等）のパフォーマンスにどのよう
な影響を与えるかを考えるうえでは，基準の品質や中身そのものだけでなく，それらが
実際にどのように実効され，運用されるかということ（エンフォースメント）が重要に
なる。なぜなら，ルールのタイプの違いは，人間の判断の余地が入りやすいか否かの問
題と直結するため，実効面や運用面に直結するからである。具体的には，どんなに中身
の優れたルールであっても，それが実際に運用面で無効化されてしまったとしたら（た
とえば，原則主義のもとで，経営者が本来あるはずの「実質」に即した処理をおこなわ
ず，かつ監査人もそれを意図して見逃してしまい，かつそれらに対するサンクションが
ないなど），基準のパフォーマンスは「悪い」と評価せざるをえなくなる。このように，
基準のタイプと基準のパフォーマンスとの関係を考えるうえで，エンフォースメントの
問題は必要不可欠な論点といえよ

14
う。

そしてエンフォースメントの問題を考えるうえで重要となるのが人間心理や行動であ
────────────
１３ エンフォースメントコストの問題に関連して，たとえば Hail et al.（2010）や角ヶ谷（2016）は，会計

基準の統一と会計実務の統一とが異なるという点を指摘し，エンフォースメントの重要性を示唆してい
る。

１４ これがまさに，先の図表 2において論点 3と論点 4とが密接不可分の関係にあると述べたことの意味で
ある。
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る。これが②であるが，ルールの現実面での実効性や運用面での成否は，ひとえにその
ルールに関わるプレイヤーの心理や行動にかかっているといえる。たとえば，先の例で
いえば，なぜ経営者は基準に従わない行動をとろうとするのか，なぜ監査人は意図的に
それを見逃そうとするのかという各プレイヤーの心理や行動，ないしインセンティブを
分析することが，ルールの現実面での実効性や運用面での成功のカギを握っていると考
えられる。
そしてそのような分析を得意とするのが，他でもない実験研究である。これが③であ
るが，実験研究は，その前提となる設定やデータ環境を自由にハンドリングできるた
め，実際の人間の振る舞いや心理にまで踏み込んだ分析が可能となる。これに対して，
たとえばアーカイバル型の実証研究では，そもそも人間心理や個人の意思決定に関する
データをどのように収集するかという代理変数の観点から大きな困難に直面するた

15
め，

人間心理を細かに分析することは難し
16
い。よって，ルールのタイプと規制のパフォーマ

ンスとの関係を考えるためには，実験による分析が有用であるといえる（④）。
以上の①②③④を踏まえると，規制のパフォーマンスの問題を考えるにあたっては，
実験研究がひとつ有用なカギとなることが理解できる。このことから，Ⅲでは，ルール
のタイプと規制のパフォーマンスとの関係について，主に実験的手法を用いた研究に焦
点を当てて分析を進めていくことにしよう。

Ⅲ ルールのタイプとそのパフォーマンス：原則主義対細則主義実
17

験

前節を承けるかたちで，Ⅲでは，ルールのタイプとそのパフォーマンスとの関係につ
いて，具体的な先行研究を紐解く作業をおこなう。すなわち，原則主義と細則主義とを
比較検討する実験（これを以下，単に「原則主義対細則主義実験」と呼ぶ）について，
これまでなされてきた研究を概観することにする。

Ⅲ-1 原則主義対細則主義実験の整理：先行研究の全体像
本節では，原則主義対細則主義実験の全体像を概観することにする。図表 3は，主な
先行研

18
究を一覧表にまとめたものである。

────────────
１５ アーカイバル研究の具体例としては，たとえば Donelson, McInnis and Mergenthaler（2012）などを参

照。ここでは，基準のパフォーマンスの代理変数として「リステートメント」（財務諸表の過年度修正）
が用いられている（また多くのアーカイバル研究ではこれが基準のパフォーマンスに用いられている）
が，これが適切な代理変数と言ってよいかについては議論の余地があるかもしれない。

１６ 実験研究のメリットに関する詳細は，田口（2015）序章などを参照。
１７ 本節とあわせて，古賀・輿三野・嶋津（2010），町田（2010），Nelson（2003），角ヶ谷（2016）などを

参照。
１８ 但し，ここでは網羅性は主眼には置いていない。すなわち，ここでは，網羅性よりも特徴的な研究（他

の研究や実務，基準設定等に影響を与える可能性が高い研究）を取り上げることを目的とする。よ ↗
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図表 3に示される先行研究は，時代的・手法的には大きく 2つに分けることが出来る
（図表 3では，全体を区切る太線で区切っている）。まず第 1は文献 1・2の時代（「黎明
期」）であり，第 2は文献 3以降の時代である（「後発の研究期」）。すなわちまず，第 1

は原則主義対細則主義実験の「黎明期」とでも呼ぶべき時
19
代の研究で，ここでは，単に

原則主義のもとで起こりうること，細則主義のもとで起こりうることを（被験者の統制
が厳格になされる実験ではなく）アンケートで確認しているというような研究がなされ
ている。その結果，「原則主義は利益操作の機会を提供する」というある意味で直感ど
おりの結果（Nelson et al. 2002）や，逆にそのカウンターとして「細則主義は，利益操
作の機会を提供する」という結果（Psaros and Trotman 2004）が提示されるものの，な
ぜそうなるのか，どういう場合にそうなるのかという理由や因果関係にまで踏み込んだ
────────────
↘ って，サーベイの範囲も，主にいわゆるトップ・セカンドティアにおけるものに留めているし，かつ，
主に（現代と同じ問題意識で研究がなされていると考えられる）2000年以降の研究に留めている。ま
た，日本の研究はここでは除外している（これらについては，脚注 17の日本語文献を参照））。また，
重要性（影響力）の観点から，厳密に言うと実験とは言い難いもの（被験者の統制が取れていないフィ
ールドベースのサーベイ（アンケート調査に近いもの））も一部に含めている。

１９ 但し，厳密には，脚注 18で述べたように，あくまで（現代と同じ問題意識で研究がなされていると考
えられる）2000年以降の研究の中での「黎明期」ということであり，実際このタイプの研究は，これ
以前にも既になされている（よって，敢えて「 」カギ括弧をつけている）点にはくれぐれも留意され
たい（なお，2000年以前の研究およびその問題意識については，Nelson 2003などを参照）。

図表 3 主な原則主義対細則主義実験

研究 テーマ 実験 被験者 結果

1 Nelson et al.
（2002）

金融商品 CFO と auditor の意思
決定（アンケート）

公認会計士：
253人

原則主義は，自己の判断を正当化し，
利益操作の機会を提供

2 Psaros and
Trotman
（2004）

連結会計 CFO の意思決定（ア
ンケート）

企業の CFO :
179人

細則主義は，原則主義よりも利益操作
の機会を提供

3 Jamal and Tan
（2010）

リース会計 CFO の意思決定：
auditor タイプの影響

企業の財務担
当者：90人

細則主義から原則主義への移行で質が
改善されるのは，監査人のタイプが
「principle」の場合のみ（すべてにお
いて効果があるわけではない）

4 Agoglia et al.
（2011）

リース会計 CFO の意思決定：
Audit committee の強
さの影響

CFO など：
96人

原則主義のほうが規律付けが効く（細
則主義から原則主義への移行はよい流
れ）

5 Cohen et al.
（2013）

リース会計 CFO の意思決定：金
融規制の強さの影響

公認会計士：
97人

原則主義でかつ規制が弱いほうが，利
益操作がなされにくい

6 Backof et al.
（2016）

リース会計 Auditor の意思決定：
Agoglia et al.（2011）
と同じシナリオ

公認会計士：
219人

監査調書の工夫（「Pro/Con Why Frame-
work」）により，原則主義のもとで監
査人はより厳格な判断をなしうる

7 Kadous and
Mercer（2012）

収益認識
（SFAS 66
号）

陪審員の意思決定 学部生：749
人

業界の報告慣行等により，細則主義・
原則主義どちらがよいかは異なる

※筆者作成。
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エビデンスが提示されることはなかっ
20
た。

これに対して第 2の「後発の研究期」では，その原因や要因を探るべく，被験者を統
制した心理実

21
験により研究がなされており，原則主義と細則主義のどちらがよいかは，

様々な要因と関連しているということが明らかにされている（Jamal and Tan 2010, Ago-
lia et al. 2011など）。また意思決定主体についても，CFO など企業経営者だけではなく
（Jamal and Tan 2010 ; Agolia et al. 2011 ; Cohen et al. 2013），監査人（Backof et al.
2016），更には陪審員（Kadous, K. and M. Mercer. 2012）など，バライティに富んでい
る。つまりここでは，実験により，基準のタイプ以

�

外
�

の
�

要素を入れ統制することで，こ
れらの要素との交互作用や因果関係を検証している。そこで，Ⅲ-2では，この「後発
の研究期」における研究のうち，特に代表的なものに焦点を絞

22
り，具体的に中身を見て

いくことにする。

Ⅲ-2 「後発の研究期」における具体的研究：CFO の意思決定問題
Ⅲ-2では，この「後発の研究期」における研究のうち，特に代表的なものとして，
主に経営者（CFO）サイドの意思決定に関する研究に焦点を絞り，具体的に中身を見て
いくことにする。具体的には本稿では，重要度の高い研究として Jamal and Tan（2010）
と Agolia et al.（2011）を取り上げることにする。Jamal and Tan（2010）は，この「後
発の研究期」の先駆的研究であり，また Agolia et al.（2011）は，原則主義のよさを取
り上げた（IFRS への移行はよい流れであるとする）研究であり，その後の実験研究に
も大きな影響を与えている（たとえば，Cohen et al.（2013）は同じく CFO の意思決定
を捉えた 2×2デザインの実験であるし，また，Backof et al.（2016）は，同じ実験シナ
リオを用いて Auditor の意思決定を分析している）。なお，ここでは，原則主義と細則
主義とを，（実験の俎上に載りやすいよう，操作可能性の観点から）規制の精度（preci-
────────────
２０ これはアンケートタイプの研究の限界とも言える。
２１ 心理実験の（経済実験との対比における）特徴等については，田口（2015）序章補論などを参照。
２２ 本稿では取り上げないが，Auditor の意思決定については，（図表 3以外の研究としては）たとえば

Peycheva et al.（2014）なども参照。また陪審員の意思決定に関しては，Kadous and Mercer（2016）など
もあわせて参照。ここで，陪審員の意思決定を分析することの意義としては，たとえば，経営者や監査
人の意思決定に対して「社会の目」がどのような判断を下すかということが挙げられるかもしれない。
つまり，①第 3者（社会）が経営者の会計不正やそれに対する監査人の対応に対してどう捉えるのか，
という点だけでなく，②社会からの「他者の目」があった場合に，監査人や経営者はどのような判断や
意思決定をおこなうのか，という相互作用も考えることができよう。既存研究は残念ながら①の視点だ
けを取り入れたものであるが，しかし，今後は，②の点も取り入れて検討することが望ましい。またそ
のようなインタラクション（ゲーム理論的状況）を踏まえるとすると，社会心理学や実験経済学研究に
おける「他者の目効果」との関係性が見いだせるだろう。よってこのラインの研究は，将来（会計研究
が社会心理学・実験経済学的研究との融合をなしうる論点のひとつとして）有望となるかもしれない。
なお，他者の目効果については，Andreoni and Petrie（2004），Andreoni and Bernheim（2009），Bateson,
Nettle and Roberts（2006），Burnham and Hare（2007），Dana, Weber and Kuang（2007），Ernest-Jones,
Nettle, and Bateson（2011），Haley and Fessler（2005），Rege and Telle（2004）のほか，監査の自主規制
のあり方との関連で田口（2015）第 7章もあわせて参照。
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sion）の二項対立として捉えている点が決定的に重要である。まず Agolia et al.（2011）
を概観し，それとの対比で Jamal and Tan（2010）を取り上げることにする。

Agolia et al.（2011）は，リース会計における借り手側のオンバランス処理（Capital
lease）とオフバランス処理（operating lease）の判断について，CFO の 1人意思決定問
題を取り上げたシナリオ実験研究である。実験の参加者は，実務家 96人であり，内訳
は，企業の CFO が 55人，経理部長が 23人，財務部長が 18人であった。また参加者
の平均実務年数は 25.5年であった。実験デザインの概要を図示すると，図表 4のよう
になる。
図表 4に示されるとおり，Agolia et al.（2011）の実験は 2×2要因デザインで，被験
者間計画により実施されている。操作変数は，①規制の精度（Less：原則主義と
More：細則主義）と②監査委員会の強さ（Strong と Weak）の 2つである。①が，本稿
のメインテーマである基準の性質である。ここでは，後述するリース契約処理の選択指
針として，具体的な数値による判断基準（耐用年数に関するいわゆる「75％ルール」）
が明示されている場合（「More」）と，そのような数値による具体的な判断基準の明示
がない場合（「Less」）の 2パターンが用意されている。また，②は，要するにガバナン
スの強さである。ガバナンスの強さは，会計不正とも大きく関連するところであるの

23
で，これを操作変数として取り扱っている。具体的には，シナリオに 2パターンのフレ
ーミングをかける。まず一方，監査委員会が「強い」（「Strong」）場合には，監査委員

────────────
２３ たとえば，田口（2015）第 6章や Taguchi（2016）などを参照。

図表 4 Agolia et al.（2011）実験の全体像

※Agolia et al.（2011）をもとに筆者が作成。
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会が独立しており（“independent”），メンバーが財務専門家で占められており（“finan-
cial experts”），頻繁に会議を行っている（“meets frequently”）という記述を被験者に提
示する。他方，監査委員会が「弱い」（「Weak」）場合には，監査委員会の独立性に疑義
があり（具体的には，「メンバーの一人が会社との関係を開示せず，あとの 2人は以前
会社の従業員であった」旨の記載），財務専門家がメンバー中 1人だけであり，ほとん
ど会議がない（“meets infrequently”）という記述を被験者に提示する。
そのような（2×2要因からなる）合計 4パターンの条件のもとで，被験者にシナリ
オを読ませて，そこでの判断を比較するというのがこの実験のポイントである。具体的
な実験タスク・シナリオは，以下のとおりである。すなわち，被験者は，企業の CFO

として，今季に契約をおこなったリースについて，自社のバランスシートに資産・負債
計上をおこなう（オンバランス処理（Capital lease））か否か（オフバランス処理（oper-
ating lease））の判断をおこなう。具体的には，被験者にはリース契約資産の耐用年数と
リース期間が提示され，被験者は各条件のもとで「オンバランスと判断する」強さを
10ポイントのリッカート尺度で回答す

24
る。シナリオでは，耐用年数とリース期間との

関係からすると，オンバランスしたほうが望ましい設定になっているが，CFO として
はリース契約をオンバランスしてしまうと財務比率等を悪化させてしまうため望ましく
ない，というインタラクションがみられるような設定になっている。このことから，
「オンバランスと判断する」強さの尺度が高いほど，被験者は適切な判断をおこなって
いる（基準のパフォーマンスは「よい」）と考えられ，逆に，この強さの尺度が低いほ
ど，被験者はオンバランスを回避する「アグレッシブ」な判断をする傾向が強いことに
なり，適切な判断から逸脱している（基準のパフォーマンスは「悪い」）と考えられる。
ここで Agoglia et al.（2011）の実験結果として，各条件ごとの「オンバランスと判断
する」強さを図示すると，図表 5のようになる。

────────────
２４ このような回答の手法は，会計系心理実験では常套手段のようである。たとえば，同じような回答をさ

せるタイプの実験として，Jackson（2008），Jackson, Rodgers and Tuttle（2010），ないし Seybert（2010）
などを参照。

図表 5 Agoglia et al.（2011）の実験結果：「オンバランスと判断する」強さの比較

Audit committee

Weak Strong Overall

Standard
precision

Less
原則主義

8.14 7.58 7.83

More
細則主義

4.13 5.73 4.98

Overall 6.05 6.65

※Agolia et al.（2011）Table 1をもとに筆者が作成。
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図表 5に示される実験結果の特徴は大きく 2つある。第 1は，基準のタイプの違いに
ついて，細則主義と原則主義とを比べてみると，細則主義のもとでの「オンバランスと
判断する」強さ（4.98）のほうが，原則主義のもとでのそれ（7.83）よりも低くなって
いる点である。つまり，直感的には，明確な基準のない原則主義のほうが，より自由
な，そしてよりアグレッシブな会計処理（オンバランスを回避する判断）をおこないそ
うであるが，しかし実験結果によれば，細則主義のもとで，CFO はよりアグレッシブ
な判断（オンバランスを回避するような判断）をするという直感に反する帰結が得られ
ている点が 1つ重要である。つまり，「ルールの自由度が高いと逆に規律付けが高まる」
という興味深い現象が観察されているのである。
また第 2は，ガバナンスの強さの影響について，細則主義のほうが，監査委員会の強
さの影響が大きい点が重要である。具体的には，監査委員会が弱い（Weak）ほど，
CFO はオンバランス回避の方向へ走り（細則主義における「weak」時 4.13と，細則主
義における「Strong」時 5.73との間に統計的な有意差がみられる），逆に原則主義のも
とではガバナンスの影響は少ない（原則主義における「Weak」時 8.14と，原則主義に
おける「Strong」時 7.58との間に統計的な有意差なし）。直感では，自由度の高い原則
主義のほうが，ガバナンスの影響をより強く受けそうであるが，しかし実験結果は，こ
の直感に反する帰結が得られている点は注目に値する。つまり，「ルールの自由度が低
いと，ガバナンスの強弱が CFO の規律付けを決する」という興味深い現象が観察され
ているのである。
更に Agoglia et al.（2011）は，このような予期せぬ現象が生じている理由を被験者に
対するアンケート調査から分析しており，ルールの自由度が高い（原則主義）のもとで
は，逆に外部の目（SEC）への懸念や経済的実質を表現したいという方向に思考が及ぶ
のに対して，ルールの自由度が低く明示的な判断指針が提示されると，その目の前の指
針にのみ注意が向けられ，そこから先の（外部の目（SEC）への懸念や経済的実質を表
現したいという）方向へは思考が及ばないために，このような帰結が見られると結論づ
けてい

25
る。また，このような「ルールの自由度が高いと逆に規律付けが高まる」という

帰結から，Agoglia et al.（2011）は，IFRS の導入など，細則主義から原則主義への変革
はよい流れであると示唆している。

────────────
２５ Agoglia et al.（2011）によれば，ガバナンスの影響についても，細則主義のもとでは明示的なルールが

示される結果，目の前のルールにしか思考がいかず（単に「それを逃れたい」という思考に陥り），そ
れを逃れることができるかどうかという点で，目の前のガバナンス（audit committee の強さ）に被験者
の注意が向くようになるため，上述のような結果が見られるという。ただし，このように実験で想定し
ていない要素（例えば，「外部の目（SEC）への懸念」など）が結果に影響を与えてしまっている点は，
実は，実験自体の失敗といえなくもない。この点は，心理実験の問題として別稿を期したい。
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なお，このような Agoglia et al.（2011）の実験に対して，Jamal and Tan（2010）は，
同様の実験から，細則主義から原則主義への変革は，すべての場合においてよい流れで
あるとはいえない可能性を示唆している。具体的には，Jamal and Tan（2010）は，
Agoglia et al.（2011）実験の「監査委員会の強さ」の代わりに，「監査人のタイプ」
（「principle」，「client」，「rule」という 3水

26
準）を取り込んだ 2×3の実験デザインを採用

しており，Agoglia et al.（2011）実験と同じくリース会計における経営者のオフバラン
スの判断を回答させるシナリオ実験を行っている。実験デザインとその結果を図示する
と，図表 6のようになる。なお，図表 6の数値は「オンバランスを回避する」強さ（オ
ンバランス回避度）になっており，図表 5とは逆方向になっている（高いほどオフバラ
ンスにする（オンバランスを回避する））点には留意されたい。
図表 6から分かることは以下の 3つである。まず①全体として，細則主義よりも原則
主義のもとでのほうが，オンバランス回避度は低くなる。具体的には，細則主義のもと
でのオンバランス回避度は 77.8であるのに対して，原則主義のもとでのオンバランス
回避度は 57.8である。よって全

�

体
�

と
�

し
�

て
�

は
�

，原則主義のほうがより望ましいルールで
ある（経営者の判断の質が改善される）ということがいえる。この点は，Agoglia et al.
（2011）の結果と整合的である。但し，すべての場合においてそうなるかというと注意
が必要であるというのが，次の②および③のポイントである。すなわち，②細則主義は

────────────
２６ 具体的には，被験者へのインストラクションの文章を変え，相手の監査人がどんなタイプなのかを特徴

づける文章によりフレームをかけている。Jamal and Tan（2010）によると，具体的には，以下のような
説明文を採用しているという（なお，以下の説明文の下線部は田口）。まず，①「principle（The
principles-oriented audit partner）」（原則を重んじるタイプの監査人）は，“neutral and objective. He is an
economic substance auditor who makes judgments based on what he assesses to be the economic substance of a
transaction. In fact, on a couple of occasions, it has been said that, compared to the average partner, he is more
concerned about capturing the substance of a transaction than about strictly following the Handbook.”次に，
②「client（the client-oriented audit partner）」（クライアントを重んじるタイプの監査人）は，“entrepre-
neurial and client service-oriented, and open to client concerns. He is a client-oriented person who cares about
the client’s views. In fact, on a couple of occasions, it has been said that he grants the client a little more lati-
tude than the average partner.”最後に，③「rule（The rules-oriented audit partner）」（細かな規定を重んじ
るタイプの監査人）は，“a very technical person. He is known to be a strictly by-the-Handbook auditor who
follows Handbook rules very closely. In fact, on a couple of occasions, it has been said that, compared to the
average partner, he is more concerned about strictly following the Handbook than about the economic substance
of the transaction.”

図表 6 Jamal and Tan（2010）実験のデザインと結果：「オンバランス回避度」の比較

監査人のタイプ

Principle Client Rule Total

基準の
タイプ

細則主義 86.7 80.0 66.7 77.8

原則主義 26.7 60.0 86.7 57.8

Total 56.7 70.0 76.7 67.8

※Jamal and Tan（2010）をもとに筆者が作成。
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監査人のタイプの影響を受けない（細則主義における 3者間に有意差なし）のに対し
て，原則主義は，監査人のタイプの影響を強く受ける（原則主義における 3者間に有意
差あり）。特に監査人のタイプが「principle」（原則を重んじるタイプの監査人）の時に
オンバランス回避度が低くなり（26.7），判断の質が改善されるが，それ以外の場合は，
オンバランス回避度の水準は総じて高い。そして，③細則主義から原則主義への移行
で，オンバランス回避度が有意に低くなる（判断の質が改善される）のは，監査人のタ
イプが「principle」の時のみ（86.7から 26.7に有意に低下）であ

27
る。このように，Ja-

mal and Tan（2010）の実験結果からすると，全
�

体
�

と
�

し
�

て
�

は
�

，原則主義のほうがより望
ましいルールである（経営者の判断の質が改善される）ものの，すべての場合におい
て，細則主義から原則主義への移行が良い結果をもたらすわけではなく，監査人のタイ
プが基準のタイプとうまくマッチした場合（原則を重んじるタイプの監査人である場
合）に限定されるという点が大きなポイントとなるだろう。

Ⅲ-3 小括
以上のような Jamal and Tan（2010）および Agoglia et al.（2011）の心理実験の結果
からすると，原則主義と細則主義のどちらがよいのかという問題は，先に図表 2（社会
的選択としての会計基準設定と規制のパフォーマンス）で確認した論点 4（国内での制
度の実効性（エンフォースメント））と密接に関連していることがよく理解できる。つ
まり，基準のタイプとパフォーマンスとの関係を捉えるためには，エンフォースメント
の問題，具体的にはガバナンスのあり方や監査人のあり方を捉えることが極めて重要で
あるといえる。

Ⅳ 今後の研究の方向性を巡って

上記を受けるかたちで，さらにⅣでは，今後の研究の方向性を検討することにする。
ここでは既存研究の問題点から今後の研究の方向性を考える。
ここで，既存研究の問題点は大きく 2つある。第 1は，既存の実験研究が，本当に原
則主義と細則主義の本質を捉えているのかという点である。すなわち，Ⅲでみたよう
に，既存の実験研究では，原則主義と細則主義を（実験での操作可能性を鑑みて）単に
ルールの精度（precise）の違いと捉えて，精度の高い基準を細則主義，他方，精度の低
い基準を原則主義として扱い，実験の俎上に載せてきた。つまり，両者を質的な違いと
────────────
２７ なお，監査人のタイプが「Client」（クライアントを重んじるタイプの監査人）の時には，オンバランス

回避度は，80.0から 60.0へと低下しているものの有意差はない。また監査人のタイプが「Rule」（細か
な規定を重んじるタイプの監査人）の時は（有意差はないものの）オンバランス回避度は高くなる
（66.7から 86.7に上昇）。
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して捉えるのではなく，単に量的な違いと捉えて議論をしていた。しかしながら，この
ように両者を精度の連続体の中でのいわば「両極端」として考えてしまうと，基準のタ
イプの違いは，単に精度の違いだけなのかという素朴な疑問が湧いてくる。そしてもし
そうであれば（もし精度の量的違いだけということであれば），実は，最適点はその両
端にはなく（端点解ではなく），原則主義の精度と細則主義の精度の「間」にある（両
極端の間の点，つまり内点に均衡となる点が存在する）という発想に行き着く。そうで
れば，原則主義と細則主義の間の，何か「原

�

則
�

と
�

細
�

則
�

の
�

間
�

の
�

主
�

義
�

」と呼ぶべきものを考
える必要が生じるし，そもそも両者を量的側面の両極端として捉える既存研究の議論は
あまり意味が無いということになるかもしれな

28
い。

この点に関連して，たとえば徳賀（2016）は，両者の量的な違い（程度の違い）では
なく，質的な違いを明らかにしている。具体的には原則主義の内包を次の 6つとしたう
えで，①から④までのみを捉えると量的な違い（程度の違い）になるが，⑤⑥を重視す
ると，両者は質的な違いとして捉えられるとする。厳密に言えば，以下の①から④は，
細則主義アプローチの対概念となる部分（連続的関係）であり，⑤⑥は（会計基準毎に
その経済的帰結を予測した上で，政治的なプロセスによる利害調整を通して会計基準の
内容が決まる）「ケース・バイ・ケース・アプローチ」の対概念となる部分（排他的な
関係）であり，その意味で，原則主義は 2種類の異質な要素群から構成されているとい
う（徳賀 2016, 120-121）。すなわち，①数値基準（brifgt line standards）が少ないこと，
②特定条件による適用除外（scope exceptions）や業界慣習的な例外（legacy exceptions）
が少ないこと，③解釈指針や適用ガイダンス等が少ないこと，④大部（詳細）ではない
こと，⑤原則が明確であること（明確な原則に基づいて会計基準が演繹的整合性を維持
していること），⑥概念フレームワークに準拠していること，の 6つである。そして，
⑤⑥は，広い意味での概念的アプローチ（conceptual approach）として表現でき，会計
基準設定主体の姿勢に関する基本的な対立

29
点（「ケース・バイ・ケース・アプローチ」

との二者択一）であるため，「程度」の問題に還元すべきではないと述べている（徳賀
2016, 119-120）。このような⑤⑥の質的な側面を，実証，特に既存研究のような（具体
的な会計基準における判断を問うような）心理実験に落としこむのは難しいかもしれな
いが，たとえば，⑤⑥の要素を進化ゲームや繰り返しゲームでモデル化し，それを計算
機実験などでシミュレーションするというようなタイプの実証分析は考えられるかもし
れない。いずれにせよ，単なる量的な問題ではない視点から，この規制のタイプの問題
────────────
２８ もちろん，既存の実験研究の主眼が，原則主義と細則主義の比較にはな

�

く
�

，ルールの精度の中での最適
点を見つけることにあるのであれば，このことはさしたる問題にはならないかもしれない。しかしその
ように解するとしても，実験研究においては，精度の両端を比較するだけでは不十分とならざるをえな
い。

２９ これらはまさに，脚注 8で述べたような研究と大きく関係してくる。
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を捉えることが，今後のチャレンジとして重要なポイントになるだろう。
また既存研究の第 2の問題は，既存の実験研究の結果が，被験者である専門家自体の
バイアスを受けている可能性があるという点である。たとえば町田（2010）は，本稿図
表 3でいう「黎明期」における研究について，そもそも被験者が，原則主義の下で実務
をおこなった経験があるか否かで結果が変わる恐れがあることを示唆している。このよ
うに，被験者の経験により，結果が変わり得る可能性があることは，実務家を被験者と
する心理実験の大きな問題点である。この点，今後の方向性は大きく 2つが考えられ，
具体的には，①被験者の個人特性をむしろ分析に織り込んだ研

30
究に向かうか，もしく

は，②被験者の個人経験や特質を問わず実験をおこなうことができる経済実
31
験をベース

にした研究に向かうか（その場合，実験の基礎となる数理モデルが必要となる），いず
れかが考えられる。
そしてたとえば，前者①のような個人特性と行動データとの関係を分析するタイプの
研究は，古くから心理学の世界でなされてきているが，近年，実験会計研究において
も，個人特性を取り入れた新しい研究に注目が集まっている。たとえば，Majors
（2016）は（原則主義対細則主義の実験ではないが），個人特性のうち Dark triad

（Machiavellianism（目標達成のためには手段を選ばない特性），Narcissism（自己愛の特
性），Psychopathy（結果至上主義の特性）という 3つの尺度の合計値）という心理特性
と，財務報告行動との関係についての実験をおこなっている。そして実験の結果，Dark
triad が高い被験者は，アグレッシブな報告行動をおこなうが，しかし，あるタイプの
仕組み（“range disclosure”）を導入することでそれを防止することが出来ることを示唆
している。このような研究のラインから考えると，たとえば，原則主義と細則主義とい
った基準のタイプとそれらのパフォーマンスは，意思決定主体（CFO や監査人など）
の個人特性の影響を大いに受けるであろうことが予想される。よって，意思決定主体の

────────────
３０ 町田（2010）は，このような問題意識をもとに，日本の監査環境にあって細則主義の適用に慣れている

と解される日本の監査人と，すでに IFRS を適用していることで原則主義の適用に経験のある英国の監
査人を被験者として，どこに判断の相違がみられるのかについての調査をおこなっており，大変興味深
い。

３１ 経済実験の特質については，田口（2015）序章補論を参照。

図表 7 今後の研究の方向性

既存研究の問題点 新たなチャレンジ 具体案

1 原則主義対細則主義を単に
量的問題として捉えている

質的問題として捉える 会計基準設定主体の姿勢に関する基本
的な対立点を進化ゲーム等でモデル化
し，計算機実験でシミュレーション

2 結果が被験者の経験や特性
に依存して変わる可能性

①むしろそれらを分析に織り
込む，②被験者の質を問わな
い経済実験として分析

①について，意思決定主体の個人特性
を織り込んだうえで，規制のタイプの
問題を捉える
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個人特性を織り込んだうえで，規制のタイプの問題を捉えることが，今後のチャレンジ
として重要なポイントになるだろう。以上の議論を纏めると，図表 7のようになる。

Ⅴ 本稿のまとめ

本稿は，国際会計基準を巡ってなされている規制の性質の違い（原則主義対細則主
義）に関する実験研究を概観することをつうじて，会計規制ひいては規制のあり方につ
いての今後の方向性を検討することを目的とするものであった。本稿の分析から得られ
た知見は以下の 3つである。

①「規制の性質の違い」は，特に制度のエンフォースメントの問題と大きく関わるこ
と。
②既存の実験研究（シナリオベースの心理実験）からすると，原則主義と細則主義のど
ちらがよいかは，様々な要因と関連しており，特にガバナンスの強さや監査人のタイプ
などの影響を受けること。
③さらなる研究のチャレンジとして，（1）規制の性質の違いのうち，量的側面でなく質
的側面を捉えることが重要になること，（2）意思決定主体の個人特性を分析に織り込む
ことが重要になること，の 2つが考えられること。

上記の 3つを踏まえたうえで，この問題の本質を突いた理論的・実証的研究が今後増
えていくことが望まれる。この点のさらなる具体的プランについては，別稿を期した
い。

付記：本稿は，JSPS 科研費（JP16K13403, JP15H03403, JP26590080）の助成を受けた研究の成果の一部
である。
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